
様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当

令和3年7
月16日

令和3年7
月30日

・令和２年度区民アンケート調査
業務委託契約にかかる仕様書
・第172回（令和２年度第５回）区
長会議　人事・財政部会　資料
　調査審議案件提出シート（様式
１）
　区長会議　人事・財政部会　提
出案件（別添様式２）
　区政に関する区民アンケートの
実施方法について
・令和２年度区政に関する区民ア
ンケート報告書（24区分）

公開 号 市民局
区行政制度
担当

令和3年7
月16日

令和3年7
月30日

令和２年度区民アンケート調査業
務委託の実施にかかる決裁文書
「令和２年度区民アンケート調査
業務の実施及び所要経費の支出に
係る各区役所に対する予算配付依
頼について（令和２年10月２日決
裁）」

部分公開 1 号 市民局
区行政制度
担当

令和3年7
月16日

令和3年7
月30日

令和２年12月８日に（株）フュー
チャー・コミュニケーションズを
相手方として契約した「令和２年
度区民アンケート調査業務委託」
（契約金額：6,006,000円、事業担
当：市民局）について、
　この業務委託契約は市政改革プ
ラン2.0の成果指標測定のために平
成29年度～令和元年度に行った区
民アンケートを引き続き行うもの
であると推察されますが、
３．区長会での説明「調査結果の
正確性（標本誤差）から、統計学
上、１区あたり400弱のサンプル数
（アンケート回答者数）が求めら
れる」について、
ア）本年６月15日に出された情報
公開審査会答申第492号では「当該
アンケートは市民又は区民全体の
状況を統計学的に推計できるよう
設計されておらず」と記載されて
いるところ、このアンケートで市
政改革プラン2.0に定められた成果
指標の測定ができていることが確
認できる一切の文書。（結果報告
書など、単に調査結果が記載され
ているだけのものは不要です。ア
ンケートの結果が「○○である区
民の割合」などと解釈でき、目標
が達成されたなどと判断できる根
拠が記載されているものです。）

不存在 号 市民局
区行政制度
担当

市民局　7月分

公開請求の内容及び処理状況

非公開事由
（7条該当号）



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

令和3年7
月26日

令和3年8
月10日

・案件番号「平28-13」に係る「答
申」（第１答申）
・次の案件番号に係る「答申の概
要」（第１答申）
「平28-２」、「平28-４」、「平
28-５」、「平28-１」、「平28-
９」、「平28-10」、「平28-
11」、「平28-12」、「平28-
７」、「平28-８」、「平28-
19」、「平28-６」、「平28-職
３」、「平28-21」及び「平28-
18」

公開 号 市民局 人権企画課

令和3年7
月26日

令和3年9
月9日

・次の案件番号に係る「答申の概
要」（第２答申）
「平28-２」、「平28-４」、「平
28-５」、「平28-１」、「平28-
７」及び「平28-８」

公開 号 市民局 人権企画課

令和3年7
月26日

令和3年9
月9日

・次の案件番号に係る「答申」
（第１答申）
「平28-２」、「平28-４」、「平
28-５」、「平28-１」、「平28-
９」、「平28-10」、「平28-
11」、「平28-12」、「平28-
７」、「平28-８」、「平28-
19」、「平28-６」、「平28-職
３」、「平28-21」、「平28-
18」、「令元-職２」、「平28-
16」、「平28-職５」、「平28-職
６」、「平30-２」、「平28-職
２」、「令元-職３」及び「令２-
１」
・次の案件番号に係る「答申」
（第２答申）
「平28-６」及び「平28-21」
・案件番号「平28-６」に係る「答
申の概要」（第２答申）

部分公開 1 2 5 号 市民局 人権企画課

令和3年7
月30日

令和3年8
月13日

大阪市人権施策推進審議会（第28
回～第33回）会議録 公開 号 市民局 人権企画課



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由
（7条該当号）

令和3年7
月30日

令和3年8
月13日

「憎悪表現（ヘイトスピーチ）」
に対する大阪市としてとるべき方
策
検討部会会議録などで第１回から
第６回までの分

不存在 号 市民局 人権企画課


